
基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した活性化事業（交付金相当部分）

（単位：千円）

２．消費者行政決算及び今年度の基金取崩し額
（単位：千円）

別　紙

（１）消費生活センター機能強化事業

事業名

（３）消費生活相談員養成事業

（２）消費生活相談スタートアップ事業

（４）消費生活相談員等レベルアップ事業

（６）広域的消費生活相談機能強化事業

（７）食品表示・安全機能強化事業

管内市町村決算

基金取崩し額

取崩し割合

146,814

268,610

67,898

16%

7,043 7,043

都道府県決算

（12）消費者行政活性化オリジナル事業

（５）消費生活相談窓口高度化事業

0

987

都道府県 市町村 合計

1,252 2,113 3,365

1,115 2,102

640 640

0

1,938 1,938

（８）消費者教育・啓発活性化事業 26,988 12,818 39,806

0

（９）商品テスト強化事業 5,842 4,293 10,135

（10）地方苦情処理委員会活性化事業

合計

503 828

35,572 32,326 67,898

325

（11）一元化相談窓口緊急整備事業 2,041 2,041

消費者行政決算総額 415,424



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

４．一元的相談窓口緊急整備事業

人 人時間／年 千円

人 人時間／年 千円管内市町村 4 948 2,041

対象人員数 追加的総費用追加的総業務量（総時間）

県

実施形態 管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

自治体参加型

法人募集型

人

人日

人日

管内全体の研修参加・受入（実績）

人人

人日

人

人日

事業実施自治体



５．今年度に都道府県が実施した活性化事業（交付金相当分） （単位：千円）

895

1,840 1,840

895

事業の実績

35,572

事業経費
基金（交付
金相当分）
対象経費

1,252 1,252

30,775

12,050

26,988 26,988

92

928

⑫一元的相談窓口緊急整備事業

消費生活サポーター育成研修、多重債務者対策リーフレット、ポスター、新聞広告、教育
用ＤＶＤによる啓発等

30,775

12,050 分光測色器・デジタルマイクロスコープ・商品テスト用パソコン購入等5,842 5,842

503

⑧食品表示・安全機能強化事業

928

⑤消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

事業計画

事業経費
基金（交付
金相当分）
対象経費

113 92113

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑮消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

⑦消費生活相談窓口高度化事業

事務所の改修、機材・事務用機器の設置、消費生活相談窓口一覧表作成

市町村等相談員研修会

616 616

35,572

④消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

46,322

503

46,322合計

⑨消費者教育・啓発活性化事業

⑩商品テスト強化事業

⑪地方苦情処理委員会活性化事業

事業名

①消費生活センター機能強化事業（増設）

②消費生活センター機能強化事業（拡充）

③消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑭消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

消費者行政機関との連携推進

事業（実績）の概要

国民生活センター派遣研修



６．活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

対象経費（実績）

相談体制の機能強化を図った

消費者への教育・啓発の拡充を図った

旅費、参加費 県相談員のレベルアップを図った

外部委託経費、多重債務者対策リーフレット、ポスター等による啓発経費

講師謝金、講師旅費

事業名

市町村相談員等のレベルアップを図った

⑩商品テスト強化事業

⑪地方苦情処理委員会活性化事業

⑤消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談窓口高度化事業

商品テスト業務の迅速化を図った

事業強化・機能強化の成果

自治体参加型

参加希望者数 人

年間研修総日数

④消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

①消費生活センター機能強化事業（増設）

参加者数

機器購入経費

事務所の改修、機材・事務用機器の設置、消費生活相談窓口一覧表作成費

人

人日

人日

年間研修総日数

年間研修総日数

人

法人募集型

実地研修受入人数

年間研修総日数人日

実地研修受入希望人数

⑨消費者教育・啓発活性化事業

⑧食品表示・安全機能強化事業

事業計画

人

人日

⑫一元的相談窓口緊急整備事業

実施形態

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化） 資料作成・配布、会場使用料

研修参加・受入要望

③消費生活相談員養成事業（研修開催）

②消費生活センター機能強化事業（拡充）

研修参加・受入

包括支援センター等、関係機関との連携強化を図った

実績

⑭消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

⑮消費者行政活性化オリジナル事業（その他）



８．今年度に管内の市町村が実施した活性化事業の総額（交付金相当分） （単位：千円）

2,246 2,1402,246

41,795

名古屋市

名古屋市、春日井市、尾張旭市、清須市、長久手町、一宮市、
犬山市、半田市、常滑市、刈谷市、安城市、西尾市、豊田市、新
城市、設楽町、東栄町、豊根村、豊橋市、豊川市、田原市

名古屋市

豊橋市

名古屋市、尾張旭市、長久手町、一宮市、岩倉市、半田市、常
滑市、碧南市、豊田市、東栄町、豊根村、豊橋市、豊川市、田原
市

338

東郷町、豊根村

名古屋市

尾張旭市、清須市、長久手町、犬山市、岩倉市、半田市、常滑
市、碧南市、刈谷市、安城市、西尾市、知立市、みよし市、設楽
町、東栄町、豊川市、田原市

12,819

1,938

39,888

4,880

2,084

4,880

2,041

34,009

640

325

事業名

①消費生活センター機能強化事業（新設）

事業の実績事業計画

基金（交付
金相当分）
対象経費

計

事業経費

基金（交付
金相当分）
対象経費

計

事業経費

1,983

780

3,000 3,000 1,938

14,02215,883

2,084

4,293

2,041

640

774

103

8,690

103

1,327

6,283

123

17,051

4,293

32,326

8,613

763

6,294

2,113

760

123

991

640

1,430

640

合計

②消費生活センター機能強化事業（増設）

③消費生活センター機能強化事業（拡充）

④消費生活相談スタートアップ事業（新設）

⑤消費生活相談スタートアップ事業（拡充）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑨消費生活相談窓口高度化事業

⑩広域的消費生活相談機能強化事業（新設）

⑪広域的消費生活相談機能強化事業（拡充）

⑫食品表示・安全機能強化事業

⑬消費者教育・啓発活性化事業

⑰消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑱消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

⑲消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

⑭商品テスト強化事業

⑮地方苦情処理委員会活性化事業

⑯一元的相談窓口緊急整備事業

325338

実施市町村

尾張旭市、田原市

尾張旭市、東郷町、みよし市、豊川市

名古屋市、一宮市、豊田市、豊橋市



９．活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

10．今年度の基金取崩し実績額

　

　

消費生活相談日、消費生活相談員の拡充

新規商品テスト機器の導入

消費者被害の未然防止のための消費者教育・啓発(チラシ配布、講座等)

機材・事務用機器の設置、執務参考資料購入

⑩広域的消費生活相談機能強化事業（新設）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催） 消費生活相談員のための研修会開催

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援） 消費生活相談員、消費者行政担当者の研修参加支援

⑨消費生活相談窓口高度化事業 消費生活相談員のための弁護士相談体制の構築

講演会の開催等

機材・事務用機器の設置、執務参考資料購入、窓口周知等

機材・事務用機器の設置、執務参考資料購入、窓口周知等⑤消費生活相談スタートアップ事業（拡充）

⑬消費者教育・啓発活性化事業

事業・機能強化の成果の概要

千円

⑭商品テスト強化事業

⑮地方苦情処理委員会活性化事業

⑯一元的相談窓口緊急整備事業

千円

⑰消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

67,898

35,572

千円

千円

うち都道府県の基金

うち管内の市町村の基金計 0

事業名

⑫食品表示・安全機能強化事業

積増し相当分

うち都道府県

⑱消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

千円うち管内の市町村合計

交付金相当分

32,326

5,596

5,596

千円

多重債務相談

⑪広域的消費生活相談機能強化事業（拡充）

③消費生活センター機能強化事業（拡充）

④消費生活相談スタートアップ事業（新設）

①消費生活センター機能強化事業（新設）

②消費生活センター機能強化事業（増設）

⑲消費者行政活性化オリジナル事業（その他）



11．消費者行政決算

12．基金の管理（実績）

13．都道府県の消費生活相談窓口

-

千円366,609 千円 347,577

千円

千円 67,898

千円

千円

24,595 千円

消費生活相談員の配置

平成20年度末

450,000

3,290

366,609

千円

- 千円32,326

251,617 236,335

251,617

千円 415,475

相談員総数

設置当初の基金残高（交付金相当分）

平成21年度末の基金残高（交付金相当分）

平成21年度の基金取崩し額（交付金相当分）

平成21年度の基金運用収入（積増し相当分）

平成21年度末の基金残高（交付金相当分）

設置当初の基金残高（積増し相当分）

平成20年度末の基金残高（積増し相当分）

平成21年度の基金運用収入（交付金相当分）

平成20年度末 相談員総数 47

平成21年度の基金取崩し額（積増し相当分）

平成21年度末の基金残高（積増し相当分）

191

千円

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

千円

114,992 千円 千円

35,572

人

- 千円

前年度差

31,822 千円

千円

千円

千円

千円

- 千円

0.16

-

114,992 千円 146,814

千円 268,661

-15,282 千円

千円

48,866 千円

- 千円

-19,032 千円

チェック項目

-

0.24

-

-

0.12

-

-

平成20年度 平成21年度

30,000 千円

716,000 千円

67,898 千円

千円

651,392 千円

30,000 千円

相談員総数 45人 21年度末実績

5,596

千円

千円

平成20年度末 相談員総数 47 人

人

21年度末実績 相談員総数 45 人

人 21年度末実績 相談員総数

人

うち常勤職員の相談員

うち非常勤の相談員

うち委託先職員等の相談員 人 21年度末実績平成20年度末 相談員総数 相談員総数

-千円 -

111,242

千円 -

-3,750 千円

17,044

- 千円 0

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当部分）取崩対象経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当分）取崩対象経費

-

千円 - 千円 -

③都道府県全体の消費者行政決算総額

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算総額

千円

うち基金（交付金相当分）取崩対象経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

-- 千円

- 千円

千円

①都道府県の消費者行政決算



14．平成21年度の都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

15．管内市町村の消費生活相談窓口

16．平成21年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

④その他 ○
尾張旭市…インターネット検索ができるようにして、相談業務処理の向上を図る。岩倉市…情報機器を導入してリアルタイムの相談が可能になる。豊田市…
交通費等の費用弁償。

②研修参加支援 ○

③就労環境の向上

　国民生活センター等の研修により多くの相談員を参加させた。

　施設を相談員・相談者が利用しやすいよう改修整備した。

③就労環境の向上 ○

春日井市…相談業務に必要な情報収集を短期間で行い、相談員の負担を軽減するため、PIO-NETの配備を行なった。清須市…相談時にパソコンを利用
し、インターネット情報の収集がその場で行える。東郷町…参考図書購入。長久手町…参考書籍・事務用機器の購入。碧南市…参考図書・備品等の購入に
より、環境を整備。刈谷市…備品の購入により、環境を整備。安城市…インターネット接続環境の整備、参考図書の設置。西尾市…パソコン（インターネット接
続）を設置、参考図書を購入。知立市…参考図書・備品等の購入により、環境を整備。みよし市…相談に必要な参考図書を購入。

④その他

②研修参加支援 ○

犬山市…消費生活相談員報償金の向上を検討中。豊川市…今までは、有資格者と無資格者がいたが、有資格者のみ雇い、相談日も増やし、単価もアップ

名古屋市…研修参加のための旅費を支援。尾張旭市…国民生活センター主催の研修参加数を増加。清須市…国民生活センター実施の研修旅費を支給
する。東郷町…研修参加。長久手町…国民生活センター主催の研修参加のための旅費等を支援。一宮市…国セン開催の宿泊研修参加のための旅費を支
援。岩倉市…平成２１年度より相談員の研修参加の旅費を支援する。半田市…県外の研修参加のための旅費を支援。常滑市…研修参加費用を増額。碧南
市…県開催の研修参加のための旅費を支援。安城市…研修参加機会の増加。豊田市…県外研修会に参加支援。みよし市…県及び国民生活センターが実
施する研修にかかる旅費、研修費、教材費を支援。新城市…研修参加のための旅費・負担金。豊橋市･･･国民生活センター（相模原）への消費生活相談員
専門・事例講座の研修参加支援。豊川市…国民生活センターの研修参加のための旅費等支援。田原市…研修会参加のための旅費を支給。

人

処遇改善の取組 実施市町村及び具体的内容

①報酬の向上 ○

人 21年度末実績 相談員総数 117平成20年度末 相談員総数 103

処遇改善の取組 具体的内容

うち常勤職員の相談員 平成20年度末 相談員総数 1

①報酬の向上 ○
　月額相談員の割合を増やした(月額者は厚生年金、健康保険・雇用保険の加入、
年休の増加、健康診断の受信の待遇改善が図られる。)。

○

人

人 21年度末実績 相談員総数 人

うち非常勤の相談員 平成20年度末 相談員総数 102 人 21年度末実績 相談員総数 82

人

消費生活相談員の配置

人 21年度末実績 相談員総数 35うち委託先職員等の相談員 平成20年度末 相談員総数


